別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 人権啓発活動地方委託事業実施費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　人権施策推進課　人権啓発担当　電話番号：058-272-1111（内2443）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：36,321千円（前年度予算額：39,908千円）
	事業内容


	１　事業の内容


県が法務省から委託を受け、地域住民に対し、人権に関する理解と共感が得られる各種啓発事業を実施し、人権尊重思想の普及高揚を図り、人権問題に対する正しい認識を広めることにより基本的人権の擁護に資する。
　また、県や市町村が、住民に親しみやすくかつ参加しやすい要素を取り入れながら、地域に密着した人権啓発活動を実施する。　
  【対象事業】
　　・委託対象となる啓発活動は、次のとおり
    （１）講演会・研修会・学習会の開催（５）人権作文・標語等のコンクールの実施
　　（２）啓発資料の作成・配布　　　　（６）地域人権啓発活動活性化事業の実施
   （３）放送番組の提供　　　　　　　（７）その他上記に準ずる啓発活動で法務省
（４）新聞広告の掲載                    が認めたもの
  【実施主体】
    県及び再委託希望の市町村    　　

	２　所要経費


36,321千円

　　　　　　　　　　　　                （単位：千円） 
	区分
	24年度要求額
	区分
	24年度要求額

	報償費
	1,123
	手数料
	210

	旅費
	221
	委託料
	23,895

	消耗品費
	4,847
	使用料及び賃借料
	1,396

	印刷製本費
	4,345
	備品購入費
	284

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　・人権教育、啓発に総合的に取り組む
	２　これまでの取組状況


平成19年度に策定した、岐阜県人権施策推進指針（第一次改定）に基づき、総合的かつ効果的な人権施策の推進を図ってきた。当該委託による主な事業内容は以下のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※平成２３年度実施事業

＜人権施策推進課実施事業＞  　
・人権啓発に関する講演会、研修会、フェスティバル
・人権週間の啓発広報（ラジオＣＭスポット、新聞広告、ポスター掲示）
・啓発資料、物品の作成配布　・ＦＣ岐阜と連携した人権啓発活動
＜担当各課実施事業＞（９課）
・講演会、研修会、フェスティバルの開催、啓発広報、各種啓発資料・物品の作成配布
＜市町村への再委託＞ （１３市町）
・講演会、イベントの開催、各種啓発資料・物品の作成配布、人権の花運動
	３　これまでの取組に対する評価


平成19年度に策定した、岐阜県人権施策推進指針（第一次改定）に基づき、国や市町村、岐阜県人権啓発活動ネットワーク協議会等と連携を図り、総合的かつ効果的な人権啓発活動を実施することで、県民の人権意識の向上が図られてきた。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	39,908
	39,908
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	36,321
	36,321
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	36,321
	36,321
	
	
	
	
	
	
	


